
KOSEN国際協力・ベトナムフォーラム

報 告 書

開催日時　令和3年11月19日（金）



KOSEN国際協力・ベトナム フォーラム開催概要

１．開催日時 ： 令和 3年 11 月 19 日（金）　13：30 ～ 16：00

２．開催方法 ： ウェビナー

３．プログラム

第一部　13:30～ 15:00
(1) 主催者挨拶：山川昌男　（宇部工業高等専門学校　校長）
(2) 基 調 対 談：「SDGs 時代のアジアにおける高専機構の役割」
　対　談　者： 大野　泉　（国立大学法人政策研究大学院大学（GRIPS）　教授）
　　　　　　　 井上光輝　（独立行政法人国立高等専門学校機構 理事）
　対 談 進 行： 青木宏之　（独立行政法人国立高等専門学校機構　国際総括参事）

第二部　15:10～ 16:00
(1) 事業説明： 日髙良和（宇部工業高等専門学校　副校長）
(2) 活動報告： 各協力支援校担当
　　　　　　 商工短期大学（ハノイ）　岡本 昌幸（宇部工業高等専門学校　教授）
　　　　　　フエ工業短期大学（フエ）　佐藤 　淳 （鶴岡工業高等専門学校　教授）
　　　　　　カオタン技術短期大学（ホーチミン）　坪根 弘明 （有明工業高等専門学校　教授）
　 司会進行： 中野陽一（宇部工業高等専門学校　教授）

４． 基調対談の対談者プロフィール

大野 泉（おおの いずみ）

政策研究大学院大学（GRIPS）教授。国際協力機構（JICA）緒方貞子平和開発研究所シニア・リサーチ・

アドバイザーを兼ねる。専門は国際開発政策、国際協力、途上国の産業開発、開発とビジネス。国際協力

事業団（現在の JICA）、世界銀行、国際協力銀行（JBIC）等を経て、2002 年より現職。2018 年 10 月から

2020 年 9 月まで JICA緒方研究所長。プリンストン大学公共政策大学院修士（MPA）。近著に『途上国の

産業人材育成 : SDGs 時代の知識と技能』（共編著、日本評論社、2021 年）。

井上 光輝（いのうえ　みつてる）

独立行政法人国立高等専門学校機構 理事

東北大学電気通信研究所ならびに豊橋技術科学大学客員教授。専門は磁性材料、磁気電子デバイス。2001 

年豊橋技術科学大学教授、2011 年同副学長（大学院教育改革担当）、2013 年同理事・副学長（学務・国際担当）、

2020 年から現職。スタンフォード大学、モスクワ国立大学、福建師範大学、サンクトペテロブルグ電子工

学大学客員教授、産業技術総合研究所客員研究員を歴任。2008 年文部科学大臣表彰・科学技術賞（研究部門）、

2016 年電気学会業績賞などを受賞。
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主催者挨拶第一部

　本日のフォーラムには、高専関係者のみならず、国際協力機関や企業の皆様など多くの方々
にご視聴いただいております。お忙しい中、貴重なお時間をいただき、まことにありがとうご
ざいます。
　皆様ご案内のとおり、現在、高専の特徴的な人材育成のシステムが国際的にも高く評価され
ている中で、国立高専機構では、モンゴル、タイ、ベトナムの３か国において、教育支援活動
を展開しているところでございます。本日のフォーラムは、これらの活動、特にベトナムにお
ける国際協力を更に推し進めていくため、関係の皆様方のご理解とご協力をいただくことを目
的に企画させていただきました。
　フォーラムの第一部では、アジア諸国における産業人材育成のための国際協力の在り方や役
割等について、政策研究大学院大学の大野泉先生をお招きし、国立高専機構の井上光輝理事と
の基調対談を行っていただくこととしています。基調対談の進行は高専機構の青木宏之国際総
括参事にお願いしております。
　また、第２部では、ベトナムにおいて現在展開しております支援活動の内容を幹事校である
本校及び協力支援校の各高専から説明をさせていただきます。
　本日のフォーラムが、高専による国際協力の意義や方策、そして現在の活動状況について関
係の皆様の共通理解が深まる機会となることを願っております。

宇部工業高等専門学校　校長　山 川　昌 男
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対談者
　・大野　泉（国立大学法人政策研究大学院大学〈ＧＲＩＰＳ〉教授）
　・井上　光輝（独立行政法人国立高等専門学校機構　理事）
対談進行
　・青木　宏之　（独立行政法人国立高等専門学校機構　国際総括参事）

「諸外国の産業人材育成分野の国際協力について」

青木　産業人材の育成分野における国際協力につ

いて、まず基本的なことからまいりたいと思いま

す。産業人材の育成は、よく産業技術教育あるい

は職業訓練、ＴＶＥＴ（Technical and Vocational 

Education and Training）という言葉で言われま

すね。

大野　産業人材育成と一括りで言いがちですが、

いろんな側面、種類があります。このうち仕事に

就く前、労働市場に入る前の準備として教育機関

が行う職業訓練が、いわゆるＴＶＥＴに代表され

る職業技術教育・訓練です。

　そのほか、特に日本のように就職後に職場にお

いてスキルアップすることを重視する社会では、

企業内研修やＯＪＴが広く行われており、企業内

学校をもつ会社もあります。また、徒弟制度も産

業人材育成の種類のひとつとみることができると

思います。ですからＴＶＥＴは、働く前に仕事に

役に立つ能力を身につけるための教育機関として

の役割が期待されてきたと考えています。

　こうした前提で３つほど述べます。まず第１に、

国際協力の潮流をみると、ＴＶＥＴ支援の位置づ

けは、実は何十年もの歴史の中で随分変わってき

ている、揺れ動いてきたことです。職業訓練を重

視すべきか、普通教育、つまり一般的な学校教育

を重視すべきかと、様々な議論が何十年もなされ

てきました。当初１９６０～７０年代ぐらいまで

はＴＶＥＴを重視する潮流が強かったのですが、

段々と普通教育、特に初等教育は社会を支える基

礎であり、社会全体が得る便益が大きいので最も

重要だという考えが、世界銀行のエコノミストな

どを通じて広がるようになりました。そして確か

２０００年ですね、「ミレニアム開発目標（ＭＤ

Ｇｓ）」を契機として貧困削減が国際開発の究極

目標になって、基礎教育を多くの方たちに普及す

ることが推進されました。この時期、国際潮流に

おいて、ＴＶＥＴ支援はやや影を潜めました。

　その後、２００８年のリーマンショックもあっ

て、失業問題への対応や雇用創出、経済成長の重

要性が再認識されるようになりました。また途上

国において、スキルをしっかり身につけないと失

業者が増え社会不安をうみ、ひいては紛争の原因

になる。そうなれば、難民が先進国にも流入する

などの問題が起こりえます。

　国際社会のゴールに目を向けると、ＭＤＧｓが

掲げた基礎教育の普及は大きく進展したけれど

も、その後仕事に就けなかったら何のための教育

だろうかという議論がおこり、キャリア形成のた

めの技能習得に向けた職業訓練の重要性が再認識

されるようになりました。２０１５年に国連が「持

続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」を採択したこと

を契機に、途上国におけるＴＶＥＴ支援が再び脚

光を浴びるようになっています。

大野　泉（国立大学法人政策研究大学院大学〈ＧＲＩＰＳ〉教授）

基調対談「SDGs時代のアジアにおける高専機構の役割」
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　第２点は、このように国際協力の潮流が揺れ動

くなかで、日本は着実かつ堅実に、愚直にと言っ

ていいぐらい、ぶれずに、ＴＶＥＴを含む途上国

への産業人材育成支援をやってきた国だというこ

とです。例えば、国際協力機構（ＪＩＣＡ）や海

外技術者研修協会（ＡＯＴＳ）は、それぞれの持

ち分で産業人材育成をやってきました。こうした

国は本当に数少なく、その中でＴＶＥＴ支援は重

要な柱であったと理解しています。

　他にも、例えばカイゼンのように、企業の現場

で生産性を向上していく日本の経験を活かした取

組も民間ベース、あるいはＪＩＣＡを通じた支援

として行われています。

　最後に、日本と並んでＴＶＥＴ支援に取り組ん

できた数少ない国がドイツだと思います。日本以

上に積極的に、ドイツ式ＴＶＥＴの海外展開をし

ていると感じています。

　日本とドイツに共通するのは、ものづくり立国

という歴史があり産業への関心が強いことです。

例えばイギリスは金融や法律分野の専門人材の層

が厚く、こうした分野のルール整備を通じて民間

セクター開発を進めていくアプローチを取る傾向

があります。アメリカの場合はＭＢＡとか、ベン

チャー系の人材育成など、大学・高等教育機関を

非常に重要視していると思います。そういう中で、

日本やドイツはものづくりのための人材育成を

ずっとやってきています。

　ただし、ドイツと日本はやり方が違います。

　ドイツでは商工会議所が大きな役割を果たして

おり、多くのＴＶＥＴを運営しています。たしか

ドイツ商工会議所ＤＩＨＫは全国で５００か所、

ドイツ職能訓練ＺＤＨは５７５か所の職業訓練セ

ンターを持ち、ＴＶＥＴにおいては理論教育と企

業での実地訓練を組み合わせた、「デュアル訓練

システム」と言われる職業訓練システムが定着し

ています。同時に国家単位の技能標準があり、職

場が必要とする技能を細かく分類して、それを評

価しながら職業訓練の成果を測っていくといった

技能評価のシステムもあります。

　ドイツのＴＶＥＴ支援はこうした仕組みをパッ

ケージ化して途上国に導入しようとするもので、

体系的な取組といえるでしょう。私も途上国の現

場に行くと、ドイツ型の協力がアフリカをはじめ、

いろんな国で展開しているのを見ます。

　それに比べると、日本の取組は個別具体的で、

ＴＶＥＴ校同士で協力をするとか、相手国の実際

の教育の現場に即した形で実践的な教育をすると

いった特徴があるように思います。

　これは多分、日本の高度成長時代に高専がつく

られて、企業のニーズに応える実践的な技術者を

つくることを使命としてやってきた特徴と経験を

反映しているからではないでしょうか。

「高専について、教育の特徴、あるいは目指すもの」

青木　そういった成り立ちのある高専について、

教育の特徴、あるいは目指すもの等を教えてくだ

さい。

井上　高専教育は日本にしかない高等教育機関で、

ユニークな点が多々あります。

　正式名称は独立行政法人国立高等専門学校機構

と言いますが、最近は「ＫＯＳＥＮ」という名前

で海外での様々な活動をしています。商標の登録

も終わっていて、ＫＯＳＥＮという一言で今表し

ているというところです。

　様々な社会の課題を技術によって解決するエン

ジニアを育成するのが高専のミッションになりま

す。谷口理事長はそういう人材のことをソーシャ

ルドクター、もしくはソーシャルクリエーターと

いう名称をつけて呼んでいます。

　高専教育の分かりやすい特徴の１つは、入学者

が中学を卒業した１５歳の子供たちであるという

こと、それから５年間の一貫教育で技術者を育成

しているところが特徴の２つになるわけです。大

学の４年生、工学部を出て学士を取る学生と高専
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の本科を修了する学生には２年の年齢差がありま

す。リベラルアーツの普通の教育を受けている学

生に比べて、高専の場合は、実験・実習を含む技

術教育が非常に多い。技術力に関しては大学の学

士のレベルを超えている部分がかなりあります。

いわゆるものづくり力というのは高専の学生の最

大の特長の一つになります。　

　例えばお医者さんの世界で考えてみると、大学

の工学部を出る子たちは医学を学んでいる人た

ち、学問として学術の場を学ぶ人たちに対応して

いる。高専を出た子たちは、技「術」、術を学ん

でいるものですから、お医者さんの世界でいうと

医術を学んでいる人たちのようなイメージに捉え

ることができる。

　課題を解決するときに、頭で考えて課題を解決

する方法が一つあります。一方で高専の卒業生は、

ドクターＸではないですけれども、ものをつくり

ながら課題を解決するということで、ある同じ問

題に対しても、どういうふうなものをつくれたら

解決できるかという、そういうセンスでものを見

ている。

　こういう人材というのはどちらが欠けても、工

学の分野、技術の分野というのは産業を支える人

材が育たなくなるということもありますし、医学

の分野でも同じです。再生医療、そして医術がす

ごく手術がうまい先生方がいらっしゃるというの

で、全体としてその分野をしっかりと支えている

という人材が育成されるのです。

　高専の位置づけというのは、まさにそういうお

医者さんでいうとドクターＸのように、技術力に

長けた子供たちを１５歳からエリート教育を行っ

て、我が国の産業界を支える人材として育ててい

ると、これがいわゆるソーシャルドクターと呼ん

でいる我が国しかない工学教育の重要な点ではな

いかと思っているところです。

１０年ほど前に高専機構が誕生した後に、全国の

高専の教育の質というのを担保するためにモデル

コアカリキュラムというのをつくって、その下で

どの高専で勉強をしても、先ほどお話をしたよう

なソーシャルドクターとしての必須の素養を身に

着けていただける形にしています。

　このモデルコアカリキュラムというのは、５年

間の本科の教育の中で明確なターゲットを持って

おりまして、それにアプローチする教育のカリ

キュラムの中身、それからそれぞれの地域のニー

ズを踏まえたカリキュラムの教育展開が高専の特

徴になっています。地域の課題を解決しながら、

そして我が国の産業界に資する人材を育成してい

るというのが国立高専機構ということになるわけ

です。

　そういう視点から申しますと、大野先生が冒頭

にもお話いただいた、いわゆる職業教育、訓練教

育と高専とは少しフェーズが違う。やはりある意

味で高等教育機関ですので、もちろん職業に必要

な技術を教えるというのが高専の目的の中に入っ

てはございますけれども、それだけではない。単

にメスで患部を切るだけのことを教えているので

はなくて、その裏側にあるサイエンスも押さえな

がら、どうやったら今まで救えなかった人が救え

るか、どうやったら今まで解決できなかったもの

が何をつくれば解決できるのか、そういうふうな

センスを持った技術者というものが育成されるの

が高専ということになって、職業訓練だけのいわ

ゆるボケーショナルな範囲を超えた領域で教育活

動をやっています。

　こういうコンセプトを世界が求めていて、私ど

井上　光輝（独立行政法人国立高等専門学校機構　理事）
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もは重点３か国、モンゴル、ベトナム、タイで展

開しているところです。それぞれでまさに今そう

いうフェーズになっていて、高専の活躍の場が国

内から今海外に展開をしているということになる

わけです。

「高専が現在進めている海外展開、国際協力について」

青木　現在、高専が進めています海外協力展開事

業は、モンゴル、タイ、そしてベトナムの３か国

で事業を展開しております。この中でタイについ

ては、２つのプロジェクトが並行して進んでおり

ます。全部で４つのプロジェクトが動いております。

　まず、モンゴルについてです。モンゴルから来

て高専に入って、卒業していったモンゴルからの

留学生がお国に帰りまして集まって、高専がよ

かったから何とかモンゴルにも高専をつくろうと

いう動きから政府を動かして、２０１４年９月に

３つのこちらのモンゴル３高専が開校されまし

た。モンゴル科学技術大学附属高専（国立）、そ

れからモンゴル工業技術大学附属高専（私立）、

あと新モンゴル高専（私立）と３つございます。

そして２０１９年６月に第１期生が卒業をしてお

ります。現在、既に３期生まで世に送り出してお

ります。それから、日本の企業に就職したいとい

う希望を持つ学生も多くいますので、卒業後の

キャリアセンターの推進、設置等の支援を現在

行っているところです。

　タイにおける１つ目のプロジェクトは、タイ プ

レミアムコースと呼んでおります。こちらは高専

機構とタイの教育省の職業教育委員会事務局（通

称ＯＶＥＣ）との学術包括交流協定を締結して進

んでおります。サイエンスベースのテクニカルカ

レッジ、科学重視型の技術職業カレッジに新たに

５年制の技術教育コースを新設しています。その

プロジェクトに高専教育のエッセンスを導入する

支援をしています。チョンブリ校とスラナリ校の

２校でそれぞれ電子工学科、あとメカトロニクス

工学科で支援を進めているところです。

　それからタイの２つ目のプロジェクトは、我々

はタイ高専プロジェクトと呼んでおります。これ

は他のプロジェクトとはかなり違います。これは

キングモンクット工科大学ラカバン校（ＫＭＩＴ

Ｌ）とキングモンクット工科大学トンブリ校（Ｋ

ＭＵＴＴ）の２校で、日本の高専と全く同等の教

育内容を持つ高等教育システムをそこに導入しよ

うと進めているものです。

　ＫＭＩＴＬのほうは２０１９年５月から開校、

スタートし、ＫＭＵＴＴのほうが２０２０年６月

から開校しております。メカトロニクス工学科、

さらにはもう一つ、キングモンクット工科大学の

ほうはオートメーション工学科等、年度を追って

学科が新設されていく予定となっております。

　タイ高専プロジェクトでは、タイ全国から４０

倍の難関をパスした優秀な学生たちが集まってき

ております。それから日本と同等のモデルコアカ

リキュラムをベースとした教育を展開しておりま

す。それから日本から教員を派遣して、実際に学

生への教育並びにタイ人の教員への指導をしてい

ます。

　３か国目はベトナムになります。ベトナムにお

いては、２０１３年１１月のＪＩＣＡの重化学工

業人材育成支援プロジェクトから話が始まってお

ります。宇部高専の中野先生が２０１６年から１

８年にかけてベトナムに赴任されて、高専の技術

者教育の導入について調査・展開をされた。そし

対談進行
青木　宏之（独立行政法人国立高等専門学校機構　国際総括参事）
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て２０１８年、宇部高専を幹事校としての支援対象

パイロット校３校を決めて、そこから高専の協力支

援がスタートするという流れになっております。

　具体的には、フエ工業短大、それからカオタン

技術短大、それから商工短大の３校をパイロット

事業として進めております。ベトナムは非常に教

育のシステムが複雑ですが、３年制あるいは５年

制のところで高専教育のエッセンスを導入して、

ベトナムにおける高度な産業人材を育成しようと

いう支援をしているところです。

大野　重点３か国では日本の高専のどのような点

に関心をもち、取り入れようとしているのでしょ

うか？

井上　高専教育がなぜ求められているかという

と、まさにドクターＸを量産するように、社会に

出ていったときに、その技術者自らがものを作り

ながら課題を解決してくれると、まさにそういう

ところをモンゴルにしてもベトナムにしてもタイ

にしても、非常に求めていらっしゃるのじゃない

か。それがひいては自国の産業界の強化というも

のに資するわけですので、そういう意味で、もの

が作れなければ技術者なのかという、論文を書い

ているだけの学者ではなかなか産業界の発展とい

うのが難しいというのが分かっていらっしゃっ

て、そこを高専の教育に今、託していらっしゃる

と思っているわけです。

　そういう背景の下で高専教育をその国に根付か

せようとしたときに、そこの本質のところを理解

していただくというのが、難しさだろうと思いま

す。

　テキストに書いてあることを板書書きして、覚

えて理解したというのが一般的な教育ですけれど

も、高専の求めているのは、それをちゃんと学生

が説明して、かつそれに基づいて自分たちで工夫

したものが作れるか。そこまで到達できれば、日

本の高専教育が海外に根付いたということはいえ

ないと思うのですが、なかなか難しいです。

　先ほど青木のほうから御紹介させていただいた

タイに２校、ＫＭＵＴＴとＫＭＩＴＬ、それぞれ

国立大学附属高専として開学しました。円借款で

今は動いていますけれども、そこは日本の高専を

超える教育をしようという意気込みでスタートを

したわけです。ですので、日本の高専教育とは何

か、あるいは高専教育のすばらしさというものを

しっかりと語りながら、さらにこれは私どもの宿

題にもなるのですけれども、将来に向けて高専が

どのようになっていかなきゃいけないかという課

題も突き付けられながら、プロジェクトをいろい

ろ推進しています。

　ベトナムにしてもモンゴルにしても、タイ高専

ほどはまだフェーズは高まっていません。教育シ

ステムとしてまだ構築できていなくて、ある意味

でその職業教育の中に高専教育をさらに入れ込ん

で、高等教育化しながらそれぞれの職業教育を高

度化していくというフェーズにベトナムはある。

だから将来的には、タイで展開しているようなタ

イ高専のような、そういうものが恐らくできて

ニーズが高まって必要になるのではないかと、

我々は今そう踏んでいるわけです。

　フェーズという言葉で使いますと、先行してい

る２校のタイ高専はフェーズが１。ベトナムで今

展開していただいているのがフェーズゼロで、こ

れをフェーズ１にもっていくのがこれからの直近

の仕事です。フェーズ１に入れば高専教育の真髄

を今度、高専そのものをベトナムにつくり込んで

いくフェーズに入っていくことになるわけです。

　そのためには、高専のたくさんの先生方に現地

に赴いていただいて、日本の高専教育のすばらし

さを大いに語っていただいて、子供たちにもそれ

を手に取って教えながら、先生方にも語りながら

寄り添って教育、あるいはプロジェクトを支援し

ていくというのが必須です。そういう意味からい

くと、冒頭で大野先生がおっしゃったようなドイ

ツの押しつけ型の国際協力というのは、日本の意
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味での国際協力とはちょっとなじまない。日本の

展開というのは、やはり寄り添ってその国の事情

をよく理解しながらやっていくというのが日本型

と思います。

　私は今から３０年近く前にインドネシアに１年

間、ＪＩＣＡの長期派遣専門家で技術移転しまし

て、新しいポリテクをつくったのです。それは高

専のポリテクというので、相当前ですけれども、

そのときの最も大きな議論がそこでした。ドイツ

型と日本型と何が違うかと。

大野　インドネシアでのご経験を初めて伺ったの

で、非常に興味深いです。何だか、すとんと来ま

した。

　タイの場合は初めから、５年一貫制のスーパー

高専をやりましょうと、相手国の意思をうけて始

まったパターンと理解しました。一方、ベトナム

で中野先生がホーチミン工業大学の重化学工業の

人材育成に携われたときのように、既存の教育制

度のもとで高専の良いエレメントを導入するな

ど、まずできることから始めていこうというパ

ターンもあります。この場合はゆくゆくは５年間

といったこともにらみながら、今後システムを整

備していくために何をすべきか考える一歩になれ

ばよいですね。

　各国それぞれの教育制度があるので、相手のや

る気や教育制度を見ながら、高専の優れたエレメ

ントを取り入れながら支援していくことが重要だ

と思いました。

井上　まさにタイではその高専教育の良さという

のを分かっていただいたので、高専教育いいよと

やっと言っていただけるようになったわけです。

そういう意味でタイは我々に近づいてくれた。で

すから、これから次はベトナムのフェーズが多分

そちらに移っていくだろうと大いに期待している

ところもある。

　しかし、難しいこともいっぱいあって、タイ、

ベトナムと一言で言っていますけれども、それぞ

れでいろんな文化がまず違いますし、価値観が全

く違うし、その中で新しい教育システムを展開す

るっていうのは生半可にはできない。

大野　モンゴルのお話を伺いましたが、日本とは

ずいぶん事情が違うと想像します。日本の高専の

先生方は、持っておられる技術をモンゴルの産業

実態にどのように適応させて教えていくか、また

教えたとしてもモンゴルで就職先があるのかな

ど、多分いろんな悩みを持ちながら支援してい

らっしゃると思います。相手国の教育制度に加え

て、産業の発展段階や産業ニーズに合った支援を

どのように行っていくかご苦労もあるだろうと思

いながらお話を聞いていました。

井上　それぞれの国の事情で必要な分野というの

がやっぱりあって、大括でその例えば高専システ

ムを持っていくといっても、どの分野をという話

になります。

　例えばモンゴルですと、例えば製造業は今そん

なに工場はたくさんあるというわけではないです

が、インフラ関係の建築関係とか土木関係という

のは当然今必須なので、そういう分野での技術

者っていうのは当然ニーズが高いです。ですから、

そういう国のニーズに応じたような技術者の育成

をまず始めてといくこと、マッチングをうまく取

りながら押しつけでないものにするというのが大

事という気がします。

大野　私は今、ＧＲＩＰＳで教えていると同時に、

ＪＩＣＡ緒方貞子研究所で「日本の産業開発と開

発協力の経験に関する研究」プロジェクトの主査

を務めています。中野先生のご経験からも多くを

学ばせていただいきました。この研究のキーワー

ドとして「翻訳的適応」があります。これは外か

ら技術や知識を導入する際に、受け手の側が自分

たちの社会に内在的な視点で読み換えて（翻訳）

実情に合う形で取り入れていくプロセスを指しま

す。外部者は、相手国がこうした能力を高める支

援をしていくべきではないかという問題意識のも
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と、事例研究をしています。今、モンゴルのお話

を聞いて、製造業ありきではなくて、同国がイン

フラの技術者を必要としているのであればその分

野に高専で培えるエレメントをどういうふうに活

かしていけるかと、現地にあるものにまず着目し

ながら取り組むアプローチをとっておられると理

解しました。翻訳的適応を支援する外部者の役割

という点からも、非常に興味深いです。ありがと

うございます。

青木　大野先生が最近著書で「途上国の産業人材

育成：ＳＤＧｓ時代の知識と技能」という本を出

版された。その中の一つの大きなテーマとして、

やはり人材を育成して送り出すその教育機関側と

その人材を雇用する産業界側、その辺のギャップ

が必ず生まれてくるという、そういう問題意識を

たしか提起されたのですけれども、その辺のお話

をいただけますか。

大野　これはアフリカの産業人材育成を専門とさ

れている名古屋大学の山田肖子先生との共編で、

山田先生の研究チームと、私の同僚がＪＩＣＡ研

究所の方たちと一緒に執筆し、出版した本です。

冒頭申し上げたように産業人材育成の多様性・多

面性を示すとともに、ＳＤＧｓの時代に幅広い視点

で産業人材育成を考える必要性を論じています。

　青木先生がおっしゃったように職業技術訓練に

おいて長年言われている課題として、人材需給の

ギャップがあります。最もよく言われるのは、人

材育成をする教育機関など供給側が重要と考える

能力と、雇用する需要側の産業界や企業が必要と

する能力の間にギャップがあるということです。

一般的には、この原因として供給側のＴＶＥＴ機

関に問題があるとされ、それゆえ改革が必要とい

う議論になるわけです。

　ほかにも労働者が実際に持っている能力と、雇

用する側の企業が期待する能力の間にもギャップ

があることが多く、両者をあわせて「双子の需給

ギャップ」とよく言われます。

　ですから、そういった意味でも日本の高専が雇

用者と産業界が密接に連携しながら、卒業生がほ

とんど１００％就職しているというのは、実に驚

くべきことだと思います。

　なぜ需給ギャップが起こるのかは、様々な理由

があると思います。企業と教育機関とのコミュニ

ケーションが十分でない、教える側と雇用する企

業側で人材ニーズが共有できていない、民間企業

のニーズはどんどん変わるので職業訓練機関のほ

うで技術や機械更新が追いつかないなど。特に公

立のＴＶＥＴ機関はより難しいと言われます。

　同時に個別のＴＶＥＴをみると、ベトナムのハ

ノイ工業大学とか、ホーチミン工業大学などは優

れた例で、これらはＪＩＣＡが支援していますが、

企業と連携する部署をつくるとか、インターンな

ど企業実習の機会をつくるとか、産学連携に懸命

に取り組んでいます。そうした個別の良い事例を

いかに広く展開していくかが重要になっていると

思います。

　いろんな国の事例を見てみると、シンガポール

ではポリテク（日本の高専に相当）は高い社会的

評価を得ていて、例えば南洋工科大学は産業界と

連携して実践的な教育や研究開発をしており、経

営にも企業が参加しています。それからマレーシ

アのぺナンでは、民間ベースの工業団地に入居し

ている外資企業が参加する形で職業訓練センター

が長年運営されている。やはり企業と学校側の連

携の在り方がすごく重要だと思います。
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　もう一つ、「途上国の産業人材育成」の章を一

緒に執筆した森純一さん、かつてベトナムでＪＩ

ＣＡのハノイ工業大学のプロジェクトで専門家と

して活躍し、今はＩＬＯにいるのですが、彼は需

給ギャップの原因として、需要側の企業にも問題

があるのではないか、という問題提起をしていま

す。一般的には教員に企業と連携しようという意

識の欠如や、学校と企業のコミュニケーション不

足など、ＴＶＥＴ側に問題があると見られがちだ

けれども、企業の中には単視眼的で労働者の価値

を高めていこうというインセンティブがない場合

もあり、比較的低廉な労働者を雇って、安価な製

品を作ることで満足してしまう企業が少なからず

ある。したがって、企業側が必ずしも職業訓練校

を卒業した人材を、熟練労働者として雇用したい

と考えているわけではない、と論じています。

　こうした問題を克服するには、どういう産業・

業種を今後その国として振興していくのか産業政

策をつくり、そのために企業の能力を高め、人材

育成機関と連携していく取組が必要ではないかと

考えられます。

　この点において、シンガポールは人材を育成す

る省庁、開発庁とそれから産業振興の担当省庁・

機関と教育機関との連携が密接です。産業政策と

産業人材育成政策を擦り合わせる評議会があり、

どの産業をこれから育成していき、そのためには

どういう職種が必要で、だから教育機関はどのよ

うな人材を育てるかといった議論を活発に行って

いる。そういった取組は大事と思います。

　ベトナムでは個別にはすばらしい産学連携の事

例がホーチミン工業大学やハノイの工業大学で始

まっているので、今後はそれを国全体に広げる仕

組みづくりが重要になっています。けれども、拡

大していくには課題があることをよく聞いています。

　しかしながら、地方の幾つかの省で注目すべき

取組が幾つかあります。例えばハナム省では、前

知事が日系企業の誘致に強い関心をもち、日系企

業が重視する技術・技能を活かすために職業訓練

校や工業大学を積極的につくっている。ビンフッ

ク省などでも、自動車関係のホンダが来ています

ので、機械工業の技術を高める訓練のために学校

に行かせることを奨励する補助金を与える。また

関西の企業はベトナム南部への進出に関心がある

ので、ロンドック省で、幾つかの大学と日本の企

業とが日本型ものづくり技術を学ぶ特別なカリ

キュラムをつくることを、関西・大阪の大学や教

育機関と連携しながらやっている。国全体に一挙

に広げることは難しくても、具体的な産業ニーズ

が分かっている地方レベルで、産業政策と人材育

成支援を擦り合わせていくといった取組は結構見

られます。ですから、こうした経験をもとにどう

国全体へ波及させていくかが重要だと思います。

井上　高専、国立高専機構ですけれども、国から

の期待というのは、輩出する人材というのは学者

ではなくて、やはり産業人材、技術者が国から求

められている輩出すべき人材であろうというふう

に私は理解している。その意味で産業界とのリン

クはほぼ不可欠なものです。

　高専というのはもうできたときからそれは分

かっていて、例えば教員の比率を見ますと３０％

ぐらいは産業人、企業から来られた先生方が教員

として活躍されて、もちろん新卒で入ってくる人

も３０％ぐらいいますけれども、そういう方がか

なりの量、教鞭を取られていて、企業の文化とい

うのが教育のシステムの中に展開されているとい

う特徴はある。就職率も確かに１００％で毎年や

らせていただいて、それだけ日本の社会からの

ニーズはあるとは自信にしていいと思っている。

　ただ、それが例えば今大野先生が御指摘になっ

たように、産業界が必要としている人材そのもの

の中身を高専教育に全てを展開しているかという

と、それはなかなか難しいところがあります。産

業のレベル、中身というのは、もう年を追うごと

にいろいろ変わっていきます。御存じのように、
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例えば５年の一貫教育という話になると、１年生

に入ったときに提示されているカリキュラムは、

５年間しっかりやり込まないと契約違反になって

しまうので、例えば来年これが要るからっていう

急な話っていうのは、そこにはなかなか難しいです。

　でも、その高専がなぜそういう人気があるかと

いうと、一つはやっぱり輩出する人材が若い。大

卒に比べて２歳若いという、これはやっぱり非常

に大きなところです。技術力というのは高専卒業

生というのは相当高いので、それをどう活用する

かというのは企業側の責任にもなる。だけど若い

からいろんな吸収能力があって、高専卒というの

は一言でいうと伸びしろが非常に大きいです。そ

こを買っての期待値ということで就職率１００％

というのは、これはもう理解ができるところです。

　ですので、高専がこれから何をしなきゃいけな

いかってなると、当然、産学連携ももっとしっか

りやっていかなきゃいけないですし、共同研究等

を通じて、先生方も企業の中に入り込んで一緒に

やっていかないといけない。

　タイ高専はこれからいよいよ来年４年生になり

ます。いわゆる高学年になって、来年、再来年で

４年生、５年生で初めて１期生が外に出ていくと

いうフェーズに入っていきます。

　今私どもで何を重要視しているかというと、ま

さに産学連携でして、タイ高専の学生は４年生で

少なくとも１か月インターンシップを経験させ

て、企業の中で課題を解決するということ入れ込

もうとしています。４年生でそれを体現した後、

その課題を高専に持ち帰って、卒業研究としても

う１年間高専の中でやるということを今やってい

ます。それはタイ高専の現地の先生方もその中に

入っていただくので、欧米の中で学術として勉強

されてきた先生も、そういう企業の課題を間近に

触れていただいて、学生と一緒になって課題を解

決する。そうすると企業側のメリットも相当あり

ますから、それにタッチした学生というのは当然

就職が決まっていくという形になって、企業ニー

ズ、国のニーズにも応えることができると思って

いるわけです。

　タイは今これからいよいよ始まります。御存じ

のとおりタイには日系関係の企業相当数ありま

す、外資系も相当ありますので、その企業の中で

一つ一つ足を運んで、一人一人の学生に最もマッ

チングするテーマを今つくり込んでいます。もう

これは本当に人海戦術です。なかなか高専教育を

知らない方ばかりですから、一社一社足を運んで、

現地のエンジニアとどの課題をどこまで、いつま

でにやらせるかという設計図をつくって、それを

学生に提示して、希望者が手を挙げたらそこに行

くというやり方を大急ぎで構築している最中で

す。

　実は、これは日本の高専ではまだできていない

です。ですからそのスタイルというのは、恐らく

これから６０周年を迎える日本の高専が次の

フェーズとして取り組んでいく課題の一つになる

と思っている次第です。

「ＳＤＧｓ時代のアジアにおける高専の役割」

青木　ＳＤＧｓ時代、今まさにグローバル化、あ

るいはウィズコロナ、あるいはＡＩといろんな技

術が新しく生まれてきて、こういう新しい時代に

入ろうとしていると思われます。この時代に向け

て今後、高専の役割、日本の役割がどうあるべき

なのかということをお聞きできますか？

大野　井上理事が何回かおっしゃられたソーシャ

ルドクターがキーワードになるような気がしま

す。医術と医学の違いとか、先ほどの工学と技術

の違いを改めて認識しました。

　同時に、ものづくり、製造業は重要であり続け

ますが、産業の範囲が広がっていくと思います。

例えばＳＤＧｓの時代にものづくりをグリーン化

していくといったときに、生産工程そのものをグ

リーンにしていくだけでなく、サプライチェーン
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全体をそうしていく必要があります。つまり日本

企業だけでなく、ファース、セカンド、サードティ

アなど現地の様々なパートナー企業を巻き込ん

で、サプライチェーン全体でサステナビリティや

強靭性を高めていかなければなりません。

　また、つくる製品や生み出すサービスがどのよ

うに社会に使われていくのかという消費する側の

視点を含め、生産する側が既存の技術の枠内での

問題解決だけでなく、社会的な課題、環境問題な

どにも広く目配せして問題解決していく能力が大

事になるのではないでしょうか。例えば高齢化を

迎えるアジアで、使いやすいものは何かを考える

などです。その意味で、ソーシャルドクターはと

ても重要で、ますます広がりを持ったコンセプト

になると思います。

　こうした新しい動きの中で、高専がどのように

今、挑もうとしているのかを伺いたいと思います。

多分、工学系の技術とか機械を操作する能力だけ

でなく、もっと複雑に絡み合う問題とか社会の

ニーズに応えていく、そういった意味での能力の

涵養も大事になるように思います。変化の時代に

おいて、技能資格、また作業や計算がしっかりで

きるといった、いわゆる認知的能力だけでなく、

非認知能力とか社会情動的能力と呼ばれる、幅広

いコミュニケーション能力や新しいことに挑んで

いくチャレンジ精神、そして社会に参加して問題

解決に取り組んでいく能力がすごく重要になって

きます。ですから高専がとっているアプローチは

きわめて重要で、それが新しい時代に適応しなが

ら広がっていくことが益々大事ではないか、と思

いながら聞いていました。

井上　これからの時代にどう対応していくかとい

う課題そのものは多分高専だけではなくて全ての

高等教育機関を含め大学も同じだと思います。で

は高専はというふうに位置づけたときに、先ほど

お話したように技術によって人を幸せにするとい

うのが高専のソーシャルドクターの一つの大きな

目標であって課題を解決するというところです

が、その中でこのＳＤＧｓの時代に入ってきて、

ボーダーがない世界の中でいくと、恐らく高専生

に次に求められるのは、もうどう考えてもグロー

バル力と、これはもう紛れもない事実だと思いま

す。

　全国に５１国立高専、５５キャンパスあります

が、それぞれの高専の学生数というのは大体千名

ぐらいで、トータルで５万５ ,０００人ぐらいにな

ります。しかし全体の中でも留学生の比率は１％

にも足りない、ほとんど留学生がいないというの

が今の高専、国立高専です。

　なので、これからオンキャンパスのグローバル

化をどうやってこれから進めるかというのが極め

て重要な課題になっています。

　留学生の比率を当然上げていくというのは必要

ですし、個々のそれぞれの日本人学生が外に目を

向けられるように教育を展開していくというのは

必須だと思います。

　幸い今タイで高専が２つ立ち上がって、これが

ベトナム、モンゴル、タイのプレミアムコースも

含めて、いわゆるＫＯＳＥＮというキーワードの

高等教育機関が東南アジアを中心としてこれから

増えていくだろうと。そうすると、それらの高専

と日本の高専がリンクを始めるようになるので、

お互いの双方向のやり取りが人材の育成というと

ころをキーワードにしながら、教員も職員もやり

取りをしていく中で、全体的にグローバル力が高

まっていくだろうと大いに期待しているところで

す。

　それともう一つは、価値（バリュー）をいかに

見つけるかと、ここの部分は高専生がかなり弱い

ところです。

　というのが、高専生は技術を習得している期間

はリベラルアーツを犠牲にしながら技術を習得し

ていますから、リベラルアーツの教育の量が、大

学卒の子たちに比べると時間数として量的にも少
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ない。そうすると、やはり何を見て美しいと思う

かとか、人は何を欲しがっているかとか、これは

まさに価値だと思うのですけれど、そこが分かる

技術者を育てないと、今度は世界に打って出たと

きに、新しい文化の人たちが何を欲しいのという

のが理解できないだろうと。

　そうすると、バリューが分かる人材となると、

リベラルアーツ力をいかにしてこのかなり過密な

カリキュラムの中で展開していくかとなる。まず

一つのやり方としては、企業にインターンシップ

を長期で出して、その中で実際の現場の中でそう

いうバリューというものを見ていく方法。企業人

の方というのは売れるか、売れないかという視点

で相当見ていますから、ものを見た瞬間に美しい

と感じれば大体売れるのですね。だけど、そうい

うことを学生はあまり知らない。

　ある意味で高専の先生方に怒られるかもしれな

いけれど、高専の先生方もあまり美しいというの

を自分で体験された経験がなかなかないのではな

いかと思います。そのバリューというのをどう

やってこれから教え込んでいくかというのも非常

に重要な課題かなと。

　それは一言で言うと高専教育の高度化という話

につながっていって、高度化と国際化、これが高

専機構の次のターゲットとして非常に大きな課題

に今国からも突き上げられているということで

す。

　これは高専が来年６０周年を迎えますけれど、

次の６０年さらに発展していくためには、そのあ

たりを世界と一緒に歩んでいくのが高専の求めら

れている姿かなと思っています。大野先生はその

辺を非常によく御存じなので、ぜひ御指導いただ

ければと思います。

大野　先ほど申し上げたとおり、広い意味で社会

の問題を解決していこうという関心やモチベー

ション、そういったリベラルアーツ力の重要性が

高まり、また新興国や途上国におけるビジネス機

会がますます広がっていく中で、これからは途上

国発で課題解決型の産業やビジネスがどんどん出

てくるように思います。そういったチャレンジに

挑むやる気ある人たちが現地で育つことはとても

重要で、これをサポートしていくことも日本の高

専の先生方の役割ではないかと思います。やはり

広い意味でのソーシャルドクター、ソーシャルク

リエーターともおっしゃっていましたね、そうし

た人材を育てていくことかなと思います。

青木　今後の高専、あるいは日本が進む一つの方

向性というのがちょっと見えてきたという印象を

持ちました。そして、これからのＳＤＧｓの時代

に向けて、まさにこれから新しい時代を担う技術

者の育成の仕方について今貴重な御意見いただき

ました。感性といいますか価値の分かるそういう

次世代を担うエンジニアの育成という点で、我々

高専の関係者も非常に勇気を持たせていただくよ

うな、これからの時代のエンジニアはまさに高専

が担うという励ましのお言葉をいただいたように

私は受け取りました。

　大野先生、井上先生、本当にありがとうござい

ました。
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